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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、“Challenging Tomorrow's Changes”をスローガンとし、「明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する」を

Mission（使命）とする「CTCグループ企業理念」の下、企業価値の最大化に向けて、経営の透明性と公正性をさらに高めることを目指し、コーポ
レート・ガバナンスの充実を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を、全て実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社におけるコーポレートガバンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、以下の通りです。

原則1-4

【政策保有株式の取得・保有の考え方】

・当社は、株式を保有することで中長期的な関係維持、取引拡大、ノウハウ獲得等、当社の事業発展に資する場合のみ、お客様・取引先の株式を
保有する方針としています。毎年、全ての投資先の経営内容について把握するとともに、経営会議で投資効率を踏まえた投資の経済合理性や、
将来的な投資目的の実現見通しを踏まえた保有意義を確認しています。確認の結果、経済合理性が乏しい、もしくは投資目的の実現確度が低い
と判断した投資先については、原則として売却する方針と位置付けております。

【政策保有株式に係る議決権行使の考え方】

・投資先に対する議決権行使は、画一的な基準で賛否を判断するのではなく、投資先企業の経営方針・戦略等を尊重した上で、中長期的な企業
価値の向上につながるかどうか等の視点に立って判断します。

原則1-7

【関連当事者間の取引】

・当社において、取締役・会社間の自己取引・利益相反取引については、取締役会規程により取締役会の決議を得ることを定めています。また、
「CTCグループ行動基準」において、公正・透明・自由な競争でビジネスを展開し、腐敗の防止を徹底し、取引先との健全かつ適切な関係を維持す
ることを定めており、関連当事者間取引の場合であっても、同様の考え方で取引を行っています。

原則3-1（i)

【企業理念】

・「CTCグループ企業理念」は「スローガン」、「使命」、「価値観」、「私たちの心得」の4つで構成されます。

【スローガン】

Challenging Tomorrow’s Changes

【使命】

明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する。

【価値観・私たちの心得】

変化への挑戦・常に新しいことに取り組み、決して諦めずに臨んでいるか？

価値への挑戦・お客様が期待する以上の価値を、生み出しているか？

明日への挑戦・自由な発想で、よりよい明日の姿を描いているか？

「スローガン」は、コーポレートブランドの由来であり、使命を全うするための社会に対する決意表明です。「使命」は、本業を通じてどのように世の
中に貢献するのか、企業活動の到達目標を表します。「価値観」は使命を果たすために共通して意識すべき重要なキーワードであり、「私たちの心
得」は、判断・行動の際に照らし合わせる社員一人ひとりの拠りどころとなる言葉です。

変化が激しいこの時代、私たちCTCグループはCTCらしさを存分に発揮し、明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献し
ていきます。

【経営計画】

・当社は、更なる成長を目指し、2015年5月1日に2015年度～2017年度を計画期間とする中期経営計画を公表しました。「明日を変えるITの可能性
に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢献する」という企業理念のもと、リーディングカンパニーとしてIT産業の進化を担うため、3ヶ年の中期経営
計画を策定しました。従来のビジネスからの連続的な成長に加え、一段ステップアップすることを“シフト”と定義し、「サービス」、「総合力」、「投資」
の“3つのシフト”により、2017年度に向けての飛躍的な成長をＣＴＣグループ全体で目指します。

＜中期経営計画の重点施策：3つのシフトとそれを支える経営基盤の強化＞

1．「サービス型」へのシフト

2017年度にサービス型ビジネスの売上高比率50％を目指し、収益力の更なる強化を図ります。

2．「総合力」経営へのシフト



セグメントの枠組みを超え、ＣＴＣグループの総合力を発揮することで、売上高の拡大と収益力の強化を目指します。

3．成長「投資」へのシフト

人、技術、事業への投資を強力に推進し、2017年度における売上目標の達成を図ります。

4．経営基盤の更なる強化

3つのシフトを支えるため経営基盤を強化します。

なお、当社の2015-2017年度の中期経営計画は、当社ホームページにおいて公表しています。

　http://www.ctc-g.co.jp/news/press/20150501b.html#

原則3-1（ii)

【コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方】

・コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、上記Ⅰ-１をご参照下さい。

原則3-1(iii)

【経営陣幹部・取締役の報酬決定の方針と手続】

・当社は、報酬委員会を設置しています。当委員会において、取締役の報酬等に関する方針・制度等について審議し、取締役会で決定していま
す。なお、取締役および監査役に対する報酬の算定方法の詳細については、Ⅱ-1中の「取締役報酬関係　報酬額又はその算定方法の決定方針
の開示内容」をご参照下さい。

原則3-1(iv)

【経営陣の選任・指名に関する手続き】

・当社は、以下の方針に基づき取締役・監査役・執行役員候補について選任いたします。

1．業務執行取締役候補は、高い倫理観・公正性などの人格的要素を備え、経営に関する豊富な知見と能力を有す候補者の中から選任する。

2．非業務執行取締役候補は、高い倫理観・公正性などの人格的要素を備え、高度な専門性を有し、それぞれの専門的見地から取締役会での発
言が期待される候補者の中から選任する。

3．監査役候補は、経営管理に関する豊富な経験や財務・会計について適切な知見を有するなど、取締役の職務の執行を適切に監査できる候補
者の中から選任する。

4．社外監査役候補は、高度な専門性を有し、それぞれの専門的見地から取締役会および監査役会での発言を期待し、取締役の職務の執行を適
切に監査できる候補者の中から選任する。

5．執行役員候補は、原則として社員の等級制度で最上位にある者の中から経営者に相応しい者を選任する。また既任の執行役員については、
任期中優れた経営成績を残した者を再任する。

原則3-1(v)

【経営陣の選任・指名に関する理由の開示】

・当社では、第37期定時株主総会招集通知より取締役候補および監査役候補の選任理由について開示いたしました。第38期定時株主総会招集
通知記載内容は以下をご参照ください。

　http://ctcir.ctc-g.co.jp/rose/stock/pdf/1706_call.pdf

補充原則4-1-(1)

【経営陣への委任の範囲】

・取締役会に付議すべき事項は、「取締役会規程」に規定しており、法定事項、定款所定事項等、経営の基本方針に関する事項や中長期の経営
計画等、経営上の重要な事項です。取締役会において決定される経営戦略や経営計画等の方向性に基づき、業務執行に関する決定を当社の経
営陣に委任しております。

原則4-9

【独立性判断基準】

・下記Ⅱ-１中の「独立役員関係　その他独立役員に関する事項」をご参照ください。

補充原則4-11-(1)

【取締役会の構成についての考え方の開示】

・当社は、現在9名の取締役を選任しておりますが、適切な経営の監督及び重要な業務執行の意思決定を行う観点から、当社の事業内容に応じ
た適切な規模であると考えております。取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性を確保するため、当社事業分野、企業経営等
の各分野の経験や知見を有する取締役を選任しております。また、経営監督機能を強化するため、独立社外取締役として公認会計士と大学教授
の2名を選任しており、うち1名は女性であります。

補充原則4-11-(2)

【社外役員の兼任状況】

・下記Ⅱ-１中の「取締役関係　会社との関係(2)」をご参照ください。

補充原則4-11-(3)

【取締役会の実効性分析・評価結果の概要開示】

・当社は、2016年度の取締役会の実効性に関する分析・評価を行うため、2017年3月に取締役会事務局が作成した「取締役会の運営に関するアン
ケート」に基づき、忌憚のない意見を引き出すことを担保するため、全取締役及び全監査役が匿名により自己評価を実施し、その集計結果をガバ
ナンス委員会で議論いたしました。アンケートの内容は、経営戦略決定への参画状況・経営戦略のモニタリング状況・付議資料の内容や議案数等
の妥当性・議案審議の状況等の取締役会の運営に関する事項、取締役の人数や多様性や事業戦略との整合性を踏まえた取締役の構成に関す
る事項といった昨年度実施したアンケートの内容に加え、新たに、取締役の職務執行のモニタリング状況や、任意の委員会である指名委員会、報
酬委員会及びガバナンス委員会での審議状況及び各委員会の構成に関する事項を追加いたしました。

　アンケート調査の集計結果及びガバナンス委員会での議論を踏まえ、当社が行った取締役会の実効性の分析・評価の概要は以下のとおりで
す。

・取締役会の運営及び議論の内容については、概ね適切である。

・取締役の職務執行状況は適切にモニタリング出来ている。

・実効性のある議論を行う上で、社外取締役・社内取締役のバランスは適切である。

・経営戦略の策定等の中長期的視点での議論をより深めることが望ましい。



・任意の委員会では、社外役員が意見を述べやすい環境を実現している。

・委員会での議論の内容は、取締役会の議案審議に適切に反映されている。

・当社はこの分析・評価を踏まえ、取締役会を、より長期的かつ戦略的な観点から議論を行う場とすべく取り組んでいきます。

補充原則4-14-(2)

【トレーニングの方針】

・社外取締役がその機能を十分に果たすことを可能とするため、その就任の際、また、就任後も継続的に、当社グループの事業・財務・組織等に
関する必要な知識を習得できるよう、社外取締役に応じた機会を提供することとしています。また、取締役及び監査役がその機能を十分に果たす
ことを可能とするため、社外講師を招いた研修等の機会等を提供しています。

原則5-1

【株主との対話の方針】

・CFO直下に経営管理・IR部を設置し、社長・CFO・取締役等と株主との対話を積極的に推進する体制を構築しています。下記Ⅲ-2中の「IRに関す
る活動状況」をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

伊藤忠商事（株） 67,330,800 56.11

日本トラスティ・サービス信託銀行（株） 8,313,800 6.93

ＣＴＣ社員持株会 2,431,036 2.03

日本マスタートラスト信託銀行（株） 2,021,800 1.68

資産管理サービス信託銀行（株） 1,247,800 1.04

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店）
893,224 0.74

みずほ信託銀行㈱退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行（株） 885,360 0.74

CHASE MANHATTAN BANK GTSCLIENTS ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　㈱みずほ銀行決済営業部）
824,369 0.69

ジブラルタ生命保険㈱

（常任代理人　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱）
746,300 0.62

JP MORGAN CHASE BANK 380535

（常任代理人　㈱みずほ銀行決済営業部）
696,200 0.58

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 伊藤忠商事株式会社　（上場：東京）　（コード）　8001

補足説明

・日本トラスティ・サービス信託銀行（株）、日本マスタートラスト信託銀行（株）及び資産管理サービス信託銀行（株）の所有株式数は、いずれも

　信託業務に係る株式数です。

・上記の他、当社が所有している自己株式4,385,750株（3.65％）があります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針



当社は、親会社である伊藤忠商事株式会社との取引を行うに当たっては、資本関係のない会社と通常取引する場合と同様に、合理的な判断に基
づき、公正かつ適正に取引条件を決定するように留意しております。取締役会において、親会社との取引状況について報告いたしました。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社の親会社である伊藤忠商事株式会社は、当社議決権の58.26％を有しており、当社は同社の連結子会社となっております。当社は、情報産業
分野において親会社と相互に有する強みを活かして、グループ全体の企業価値の向上に努めております。

　親会社との経営情報およびノウハウの共有等を目的として、親会社の従業員（1名）及び執行役員（1名）が当社の取締役に就任しておりますが、
親会社との人的交流、営業情報の活用等の営業活動での連携強化を図る一方、事業運営に際しては、あくまでも自主性・自律性を維持強化しつ
つ業績拡大を目指すことにより、その独立性を保持しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中森　真紀子 公認会計士 ○

小尾　敏夫　（戸籍上の氏名：中村　敏夫） 学者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中森　真紀子 ○

株式会社アイスタイル監査役、M&Aキャピ
タルパートナーズ株式会社監査役、株式
会社LIFULL監査役、株式会社チームスピ
リット監査役を兼務しておりますが、当社と
の間で特別な利害関係はありません。

取締役として高い倫理観・公正性などの人格的
要素を備え、平成25年6月に当社取締役に就
任以来、社外取締役としての職責を果たしてお
ります。同氏は公認会計士としての高度な専門
性と豊富な知見を有し、当社の経営に欠かせ
ないものと判断し、引き続き社外取締役に選任
いたしました。また、一般株主と利益相反の生
じる恐れがない独立した立場にあるため、独立
役員に指定しております。



小尾　敏夫　（戸籍上の氏名：中村　敏夫） ○

教授を務めている早稲田大学には営業取
引関係がありますが、その取引金額は当
社連結売上収益の0.1%未満と僅少であ
り、特別の利害関係を生じさせる重要性
はありません。

取締役として高い倫理観・公正性などの人格的
要素を備え、平成26年6月に当社取締役に就
任以来、社外取締役としての職責を果たしてお
ります。同氏は学識経験者としての高度な専門
性と豊富な知見を有し、当社の経営に欠かせ
ないものと判断し、引き続き社外取締役に選任
いたしました。また、一般株主と利益相反の生
じる恐れがない独立した立場にあるため、独立
役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 1 2 0 2
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 1 2 0 2
社内取
締役

補足説明

両委員会ともに、上記「その他」の内訳は、非業務執行取締役1名、社外監査役1名です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人より監査計画・監査の実施状況及び結果その他監査上の重要事項について報告を受け、会計監査人と積極的に

情報及び意見の交換を行う等連携強化に努めております。また、監査役は、監査室との間で定期的に会合を開催し、内部監査結果及び

指摘・提言事項等について相互に検討・意見交換を行い、密接な連携をはかっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

多田　敏明 弁護士

石丸　慎太郎 他の会社の出身者 △ △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役



e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

多田　敏明 ○ ―――

弁護士として高度な専門性を有し、取締役会お
よび監査役会にて専門性の見地から、ご発言
をいただいております。このようなことから取締
役の職務の執行を適正に監査することができ
ると判断し、平成28年6月定時株主総会にて社
外監査役に選任いたしました。また、一般株主
と利益相反の生じる恐れがない独立した立場
にあるため、独立役員に指定しております。

石丸　慎太郎 　 当社親会社の出身です。

伊藤忠商事㈱において経営に携わったご経験
と情報システムに関する高い識見を有している
ことから、取締役の職務の執行を適正に監査
することができると判断し、平成29年6月定時株
主総会にて社外監査役に選任いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

金融商品取引所が定める独立性基準に従い、独立役員を選任しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

各取締役の報酬は、その一部に会社業績及び個人業績も反映させ確定額を決定しております。

なお、平成29年6月定時株主総会にて業績連動型株式報酬制度の導入を決議いたしました。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成29年3月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。なお、役員賞与を含めております。

取締役（社外取締役を除く） 　317　百万円

監査役（社外監査役を除く） 　32 百万円

社外役員 　　　　　　　　53　百万円



報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員報酬の総額については、平成18年6月開催の第27期定時株主総会の決議により、金銭による報酬について取締役は年額640百万円、監査役
は年額100百万円、平成29年6月開催の第38期定時株主総会の決議により株式による報酬については年額180百万円を上限として決定しておりま
す。

取締役の報酬は、報酬委員会の意見を踏まえて設計した役員報酬制度により、固定報酬である基準報酬と、業績連動の金銭報酬である賞与、業
績連動の株式報酬（退任時給付）で構成しております。基準報酬は、常勤・非常勤、担当役割、個人別評価等を勘案の上、役位に応じてあらかじ
め決められた基準報酬テーブルを用い、取締役会の一任を受け代表取締役社長が決定いたします。賞与は、公表された経営計画の親会社の所
有者に帰属する当期利益に対し、あらかじめ決められた業績連動報酬原資比率、当年度目標達成率、対前年度伸長率を乗じることによって業績
連動報酬（金銭・株式）の総原資を算出し、この総原資をもとに、役員評価制度に基づき、個人業績評価と役位により個別の総支給額（金銭・株
式）を算出、役位別の賞与比率を乗じ、取締役会の一任を受けた代表取締役社長が決定いたします。

また業績連動の株式報酬は、業績連動報酬（金銭・株式）の総原資をもとに役員評価制度に基づき個人業績評価と役位により個別の総支給額
（金銭・株式）を算出、役位別の株式報酬比率を乗じ、取締役会の一任を受けた代表取締役社長が決定いたします。

監査役報酬は、監査役の協議により各監査役の報酬額を決定いたします。

なお、社外取締役を含む非常勤取締役及び監査役は、固定報酬のみとし、業績連動報酬である賞与および業績連動の株式報酬は支給しており
ません。

退職慰労金については、取締役及び監査役ともに平成18年6月開催の第27回定時株主総会終結の時をもって廃止して打ち切り支給することとし、
その支給時期は取締役及び監査役の退任時といたしました。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役・監査役による経営監督・監査機能が十分に発揮されるよう、経営企画部および秘書部が必要に応じてサポートしております。社外役員に
対しては、取締役会資料の事前配付、必要に応じた事前説明のほか、主要な経営会議上程案件の認識共有や、社外役員からのリクエストに基づ
く情報共有会を実施し、取締役会での審議の充実を図っております。また、「監査役・非業務執行取締役連絡会」を設置し、監査役と非業務執行取
締役の連携を確保しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、取締役会設置会社、監査役（監査役会）設置会社です。

・取締役会は、社外取締役2名を含む9名の取締役で構成し、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程、「CTCグループ企業理念」及び「CTCグ
ループ行動基準」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督いたします。

・取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び「職務権限規程」その他の社内規程に従い、当社の業務を執行
いたします。

・取締役会の監督機能を強化し、意思決定プロセスの透明性を高めるため、取締役会の任意の諮問機関として、取締役会下に指名委員会、報酬
委員会、ガバナンス委員会を設置しております。

・取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用して おります。執行役員は、取締役会の決議

をもって任命するものとし、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、定められた範囲内で職務の執行にあたっておりま
す。なお、定められた範囲内で業務執行を担当する取締役は執行役員を兼務しております。

・監査役会は、社外監査役2名を含む3名の監査役で構成し、法令が定める権限を行使するとともに、監査室及び会計監査人と連携して、「監査役
会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性について監査を実施しております。

・職務執行の決定を適切かつ機動的に行なうため、社長の諮問機関として経営会議を設置し、全般的経営方針・経営計画その他職務執行に関す
る重要事項を審議しております。さらに、各種の社内委員会を設置し、各々の担当分野における経営課題について慎重な協議を行い、社長の意
思決定に資するものとしております。

・当社の会計監査及び内部統制監査を担当する監査法人として、有限責任監査法人トーマツと監査契約を結んでおり、会社法監査及び金融商品
取引法監査（内部統制監査を含む）を受けております。

・当社は、当社定款第25条及び会社法第427条第１項の規定により、社外取締役 中森真紀子氏、社外取締役 小尾敏夫氏、非業務執行取締役

新宮達史氏、非業務執行取締役 山口忠宜氏、並びに当社定款第32条及び会社法第427条第１項の規定により、社外監査役 多田敏明氏と、会社

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額として
おります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役（監査役会）設置会社として、社外監査役を含めた監査役による経営監視を十分機能させることで監視・監査督機能の充実と意思
決定の透明性を確保しております。この監査役による経営監視を主軸とした企業統治体制に加えて、親会社や主要取引先から独立し、一般株主
と利益相反が生じるおそれのない社外取締役を選任し、取締役会の適切な意思決定、経営監督機能の実現を図っております。社外取締役を含む
取締役会と社外監査役を含む監査役会を基礎とした当社の企業統治体制は有効に機能していると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日より数日早く発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主様にご参加いただけるよう、集中日を避けた開催日を設定しており、本年
の第38期定時株主総会は平成29年6月21日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
個人株主の方々等の議決権行使促進のため、平成15年6月定時株主総会より、議決権
行使の電磁化を実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

平成27年6月定時株主総会より、(株)ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームに参
加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の参考書類等を英訳し、発送日前に当社ホームページ、東京証券取
引所のウェブサイトおよび議決権電子行使プラットフォームに掲載しております。

その他

株主の皆様が総会議案の検討期間を十分に確保できるよう、招集通知発送日前に当社
ホームページ、東京証券取引所のウェブサイトおよび議決権電子行使プラットフォームに
掲載しております。また、平成28年6月定時株主総会より、招集通知のカラー化、役員候
補者の顔写真の掲載を行い、見やすさの向上を図るとともに、情報量の充実化も実施し
ております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーに関する考え方は、当社ホームページに掲載しています。

（http://ctcir.ctc-g.co.jp/rose/profile/policy.htm#）

個人投資家向けに定期的説明会を開催

経営トップ、又はIR担当部署長による個人投資家向けの会社説明会を開催し
ております。

説明者 ：社長、副社長兼CFO、IR担当部署長

内　容　：会社概要、経営方針、株主還元等に関する説明及び質疑応答

実施回数（2016年度実績） ：19回

個人投資家参加者数（2016年度実績） ：約3000人

過去に行った一部の説明会の様子が当社ホームページで閲覧可能です。

http://ctcir.ctc-g.co.jp/rose/personal/briefing.htm

あり



アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に以下の通り決算説明会を開催しております。

1. 決算説明会 （第2四半期、本決算）

※2015年度本決算より電話会議を併設しており、聴取だけでなく質問も可能で
す。なお、2016年度本決算より、説明会での質疑応答要旨を当社ホームペー
ジにおいて開示しています。

　　説 明 者 ： 社長、副社長兼CFO

　　内 容 ： 副社長兼CFOによる決算概要説明及び社長による業績予

想、　　　　　　　　　　及び経営方針の説明、質疑応答。

　　実施時期：第2四半期、本決算の決算発表日夕刻に約1時間

　　参加者数：2016年度実績（電話会議での参加者含む）

　　　　　　　　 第2四半期 74名

　　　　　　　　 本決算　　 86名

2. 電話会議による決算説明会 （第1四半期、第3四半期）

　　説 明 者 ： 副社長兼CFO

　　内　 容 ： 副社長兼CFOによる決算概要説明及び質疑応答

　　実施時期： 毎四半期の決算発表日夕刻に約30分

　　参加者数（2016年度実績）：　第1四半期 44名

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 第3四半期 58名

上記の他、アナリスト・機関投資家と経営トップとの対話の機会を設けるため、
スモールミーティング、個別ミーティングを開催しております。なお、2016年度は
当社施設（データセンター）見学会も実施いたしました。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

社長又は副社長兼CFOが海外投資家向けに、業績予想や経営方針等の説明
を以下の通り行っております。

1. 海外IRの実施

　　海外投資家を訪問し、面談を行っております。

　　（2016年度実績：米国、英国（2回）、香港）

2. 国内カンファレンスへの参加

　　国内で開催されるカンファレンスに参加し、海外投資家

　　との面談を行っております。（2016年度実績：2回）

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページにおいて、以下の資料を掲載しております。

＜和文資料＞

　http://ctcir.ctc-g.co.jp/rose/library/index.htm

　・決算短信

　・決算説明会資料

　・決算補足資料

　・決算説明会質疑応答要旨

　・有価証券報告書

　・四半期報告書

　・アニュアルレポート

　・株主総会招集通知

＜英文資料＞

　http://ctcir.ctc-g.co.jp/rose/en/library/index.html

　・決算短信

　・決算説明会資料

　・決算補足資料

　・決算説明会質疑応答要旨

　・アニュアルレポート

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署：経営管理・IR部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「CTCグループ企業理念」「CTCグループ行動基準」「CTCグループ環境方針」



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

グループの企業理念「明日を変えるITの可能性に挑み、夢のある豊かな社会の実現に貢
献する」に基づき、事業を通じた社会の課題解決や環境改善活動、地域社会の活動に積
極的に取り組むことで、持続可能な社会の実現に貢献していきます。2015年7月に国連グ
ローバルコンパクトに参加。2016年3月にはCSRの重要課題（マテリアリティ）を特定し、これ
を軸にCSR活動を推進しています。今後も積極的なCSR活動を継続していきます。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「内部統制システムに関する基本方針」において、法令等に従い適時且つ適切に開示する
ことを決定しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムを以下の通り整備しております。また、この内部統制システムについては、不断の見直しによって継続的に改善を図り、
より適正かつ効率的な体制の構築に努めます。（以下、平成29年5月1日の取締役会で決議された「内部統制システムに関する基本方針」を記載し
ます。）

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)コーポレート・ガバナンス

1)取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程、「CTCグループ企業理念」及び「CTCグループ行
動基準」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。

2)取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び「職務権限規程」その他の社内規程に従い、当社の業務を執行す
る。

3)取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用する。執行役員は、取締役会の決議をもって
任命するものとし、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、定められた範囲内で職務の執行にあたる。なお、定められ
た範囲内で業務執行を担当する取締役は執行役員を兼務する。

4)代表取締役社長及び業務執行取締役は、3か月に1回以上及び必要の都度、職務執行の状況を取締役会に報告する。

5)監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査室及び会計監査人と連携して、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役
の職務執行の適正性について監査を実施する。

6)一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員を確保し、コーポレート・ガバナンスの充実を図る。

(2)コンプライアンス

1)取締役、執行役員及び使用人は「CTCグループ企業理念」及び「CTCグループ行動基準」に則り行動するものとする。

2)チーフ・コンプライアンス・オフィサーを任命し、CSR・コンプライアンス委員会及びコンプライアンスに係る事項を統括する部署を設置するととも
に、「コンプライアンス規程」、「CTCグループコンプライアンスプログラム」を制定し、各部署のコンプライアンス統括責任者の任命、コンプライアン
ス教育・研修の実施、法令ガイドラインの作成、内部情報提供制度の整備、ならびに法令、社内規則等の遵守を含むコンプライアンスに関する全
ての取締役、執行役員及び使用人からの書面取得制度等、コンプライアンス体制の充実に努める。

(3)財務報告の適正性確保のための体制整備

1)「経理規程」、「販売管理規程」、「購買管理規程」その他社内規程を整備するとともに、チーフ・フィナンシャル・オフィサーを任命し、会計基準そ
の他関連する諸法令を遵守し財務報告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

2)内部統制委員会を設置するとともに、財務報告の適正性を確保するための社内体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価し、改善を図
る。

(4)内部監査

社長直轄の監査室を設置する。監査室は、「内部監査規程」に基づき業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続
及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、社長及び監査役に対し、その結果を報告する。また、監査室は、内部監査により判明し
た指摘・提言事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)情報の保存・管理

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか職務執行に係る重要な情報が記載された文書（電磁的記録を含む。以下同
じ）を、関連資料とともに、「情報管理基本規程」、「文書管理規程」その他の社内規程の定めるところに従い適切に保管し、管理する。

(2)情報の閲覧

取締役及び監査役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。

(3)重要情報の開示

会社の重要な情報の適時開示、ＩＲその他の開示を所管する部署を設置する。

また、取締役は、開示すべき情報を迅速且つ網羅的に収集した上で、法令等に従い適時且つ適切に

開示する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、CSR・コンプライアンスリスク、情報セキュリティリスク、災害リスク、為替相場等による市場リス
ク、信用リスク、投資リスク、技術に関するリスク、その他様々なリスクに対処するため、リスク管理委員会や主管部署を設置するとともに、各種管
理規程、事業継続計画、投資基準、与信限度枠の設定や報告・監視体制の整備等、必要なリスク管理体制及び管理手法を整備し、当社のリスク
を総括的かつ個別的に管理する。また、これらの管理体制の有効性につき定期的にレビューする。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)経営会議及び各種社内委員会

職務執行の決定を適切かつ機動的に行なうため、社長の諮問機関として経営会議を設置し、全般的経営方針・経営計画その他職務執行に関す
る重要事項を審議する。さらに、各種の社内委員会を設置し、各々の担当分野における経営課題について慎重な協議を行い、社長及び取締役会
の意思決定に資するものとする。

(2)グループ制

複数の事業について領域を分担して経営を行うグループ制を採用し、各グループには担当役員を任命する。グループ担当役員は、法令、定款、
社内規程及び社内基準に従い、担当事業領域の経営を行う。また、グループ毎に、主要な数値目標を設定し、定期的に数値目標の達成度を検証
することにより、経営管理を行う。



(3)職務権限・責任の明確化

適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等、各種社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確
化を図る。

５．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)親会社との関係

当社は、親会社との人的交流、顧客ベース活用等の営業活動での連携強化を図る一方、事業運営に際しては、あくまでも自主性・自律性を維持
強化しつつ業績拡大を目指すことにより、その独立性を保持する。

(2)子会社管理・報告体制

1)子会社を総括管理するための部署を設置する。また、子会社毎に主管部署を定め、当該主管部署が「事業会社管理規程」その他の社内規程に
従い、子会社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、各子会社には原則として取締役及び監査役を派遣して業務の適正を確保する。

2)子会社の経営上の重要事項に関しては、子会社の事業内容・規模等を考慮の上、原則として、子会社毎に、当社の事前承認を要する事項や当
社への報告を要する事項を取り決める。

(3)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社のリスク管理を統括する部署を設置し、「リスク管理基本規程」において、リスク管理統括責任者の設置、リスク管理体制の構築等リスク管
理体制の整備につき指針を示すとともに、子会社のリスク管理統括責任者と情報交換を行い、リスク管理活動の支援を行う。

(4)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

連結ベースにて中期及び短期経営計画を策定し、当該経営計画の達成のため、主管部署は「事業会社管理規程」その他の社内規程に基づき子
会社の経営指導にあたるとともに、当社よりグループファイナンス等の機能の提供を通じた支援を実施する。

(5)子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1)「事業会社管理規程」その他の社内規程に基づき、各子会社に対して原則として取締役及び監査役を派遣し、当該取締役及び監査役が各子会
社における職務執行の監督・監査を行うことにより、子会社における取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するように努め
る。

2)「コンプライアンス規程」、「CTCグループコンプライアンスプログラム」において、コンプライアンス実行計画、コンプライアンス統括責任者の設置、
法令ガイドラインの整備、内部情報提供制度の整備、及び法令、社内規則等の遵守を含むコンプライアンスに関する取締役等及び使用人からの
書面取得制度等コンプライアンス体制の整備につき指針を示し、当該事項の実施状況につき定期的なモニター・レビューを実施するとともに、必要
に応じて子会社におけるコンプライアンス教育・研修を実施し、CTCグループ全体でのコンプライアンスの徹底に努める。

3)子会社の業務活動全般についても監査室による内部監査の対象とする。また、監査室は、CTCグループとしての内部監査体制の構築を推進す
るとともに、子会社に対する計画的な監査を行い、CTCグループとしての監査の質的向上に努める。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

(1)監査役の職務を補助すべき使用人

監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）を置くことを求めた場合は、使用人の中から補助使用人として相応しい能力・
経験等を有する者を専任の補助使用人として任命する。但し、専任の補助使用人の設置が困難な場合は、監査役は、兼任の補助使用人として監
査室所属あるいはその他の使用人に監査業務に必要な事項を指示することができるものとする。

(2)当該使用人の取締役からの独立性

補助使用人の取締役からの独立性及び監査役による当該補助使用人への指示の実効性を確保するため、補助使用人に対する指揮命令権限は
監査役に専属するものとし、取締役、執行役員及び使用人は補助使用人に対し指揮命令権限を有しない。また、兼任の場合は、監査役より監査
業務に必要な指示を受けた当該補助使用人はその指示に対して、監査室長をはじめ、取締役、執行役員及び使用人の指揮命令を受けないもの
とする。なお、専任、兼任に拘わらず、補助使用人の任命、人事異動、人事評価、懲戒処分等に係る事項については、監査役会の同意を得た上で
決定する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)監査役の重要会議への出席

監査役は、監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い、取締役会のほか、経営会議、各種社内委員会その他の重要会議に出席し、取締
役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。

(2)取締役及び執行役員の報告義務

①取締役及び執行役員は、定期的に又は必要に応じて、自己の職務執行の状況を監査役に報告する。

②取締役及び執行役員は、監査役に対して、会社に著しい損害を及ぼす恐れが生じた場合その他法令が定める事項は直ちに報告する。

(3)使用人による報告

使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。

①当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

②重大な法令または定款違反事実

(4)不利益取り扱いの禁止

監査役に対して、前項各号に定める事項に係る報告を行った取締役、執行役員及び使用人に対する不利益取り扱いを禁止する。

８．子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

(1)子会社の取締役・監査役等による報告

子会社の取締役及び監査役等は、当社の監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。

1)当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

2)重大な法令または定款違反事実



(2)子会社から報告を受けた担当部署による報告

コンプライアンスに係る事項を統括する部署は、子会社の役職員からの次に掲げる事項に係る報告の概要について、定期的に当社監査役に対し
て報告する。

1)当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実

2)重大な法令または定款違反事実

(3)不利益取り扱いの禁止

監査役に対して、前二項の規定に基づき報告を行った者に対する不利益取り扱いを禁止する。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において確認の上、当該
請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)意見聴取の実施

監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するとともに、適宜、業務執行取締役、執行役員及び重要な使
用人から職務執行の状況に関する意見聴取を実施する。

(2)監査室の監査役との連携

監査室は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するとともに、定期的に会合を持ち、内部監査結果等及び指摘・提言事項
について協議及び意見交換するなど、密接な情報交換及び連携を図る。

(3)外部専門家の起用

監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外部専門家を独自に起用することができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「CTCグループ行動基準」において、市民社会の秩序や安全、および企業の健全な行動に脅威を与える反社会的勢力には、個人・団体を問わず
毅然と対応し、関係遮断を徹底することを定めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

買収防衛策は導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　


